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（２）プログラム全体の状況  

○ 総括評価の分布から全体的な状況を見ると､６８拠点中４４拠点（６４％）が「設定さ

れた目的は十分達成された。」、２０拠点（２９％）が「設定された目的は概ね達成され

た。」と評価されており、各プログラムがその目的に沿って､概ね順調に実施されたと言

える。 

 

  ○ 今回事後評価を実施したプログラム（６８拠点）においては、それぞれ当該プログラム

の目的に沿って、 
   ① 大学の将来構想と組織的な支援については、 

・学内予算措置、施設の整備、国際戦略本部の設置 
・新部局として教育研究センター等を設置し、新設ポストの創出 
・大学の国際化戦略の一環としての全学的な取組をベースとして、経費・スペースの 
配分や教育研究支援者の雇用 

 ・博士後期課程学生の学費引き下げ、奨学金制度の創設 
 ・学内経費による若手研究者の雇用 
 ・学長の強いリーダーシップによる全学横断的なマネジメント 
     などの取組や成果が見られた。 
 
     一方、課題としては 

・大学として総長のリ－ダシップが明示的ではなかった 
 ・本プログラムの大学全体の将来構想実現への具体的な貢献は不明確 
     などの指摘を受けている拠点が見られた。 
 
   ② 拠点形成全体については、 

・若手研究者、大学院学生の海外派遣を積極的に行い、海外の大学でシンポジウムを

開催するなどの双方向性の交流 
・海外の著名な研究者を招いての研究指導、多数回にわたる国際シンポジウムや海外招 

聘研究者による講演会の開催等を通じた国際化の推進 
・レベルの高い国際誌へ多数の成果を発表や多額の外部資金 
・地域の研究機関との連携・協力による教育拠点化 
・運営面への海外研究者による英語による評価の反映 
・欧米を含む多くの大学・研究機関との共同研究を推進し、国際的ネットワーク形成 
への努力 

・工学系と理学系の学生が流動的にお互いのセミナーや研究会に参加出来る仕組みを 
創設 

     などの取組や成果が見られた。 
 
     一方、課題としては 

・さらに一歩前進して、国内での様々な機関との共同の拠点形成、国外の施設との 

- 5 -



拠点形成 
 ・さらなる発展のための文理融合による教育研究の体制強化 
     などの指摘を受けている拠点が見られた。 
 
   ③ 人材育成面については、 

・企業実習、リサーチプロポーザル、フォーラム、海外実習などにより、国際性を身に 
付けた人材の育成 

・積極的な若手の双方向的な国際交流 
・セルユニット単位の活発な教育・フィールド活動の展開により、大学院修了者の多 
くが大学教員に採用 

・博士号授与者数の飛躍的な増加 
・優れた博士課程学生の RA 採用や、若手研究者の GCOE 研究員採用、国際 
ワークショップの開催支援 

・国際合同サマースクールの開催や若手研究者委員会による拠点運営への参画 
・博士課程在籍者、ポスドクに占める外国人留学生の増加 
・海外連携先との双方向の人事交流により国際的な環境における研究活動が日常的に 
行われることによって海外研究機関で職を得る若手研究者の輩出 

 ・若手研究者に対するテニュアポストが与えられるなどの積極的な支援 
 ・女性研究者に対する積極的な支援 
     などの取組や成果が見られた。 
  
     一方、課題としては 

・留学生のキャリアパスの形成 
・教育効果に対して客観的なデータや修了者の追跡などによる結果確認とフィードバ

ックの必要性 
     などの指摘を受けている拠点が見られた。 
 
   ④ 研究活動面については、 

・シンポジウムやワークショップの運営など国際的な情報発信 
・本補助金、学内資金に加えて、多額の外部資金を国や民間から獲得 
・米国、中国、韓国などの諸大学との共同研究ネットワークの形成 
・世界トップクラスの研究者を集めた国際学会の開催、多文化圏アジアで使用可能な 

教科書の刊行、国際的に著名な学術雑誌への論文発表など国際的な研究活動 
・海外の研究機関・企業等との連携による共同研究の実施 

     などの取組や成果が見られた。 
  
     一方、課題としては 

・国内外の研究機関との共同研究や人的派遣といった、実質的な連携体制の更なる 
発展 

- 6 -



・今後は新たな研究方法論、あるいは学術を体系化する基礎研究の成果が望まれる 
・応用領域での研究成果の増加 

     などの指摘を受けている拠点が見られた。 
 
   ⑤ 今後の展望については、補助事業が終了した後も国際的に卓越した教育研究拠点とし

ての継続的な活動を行うため 
・学内の全てのグローバル COE プログラムに対応する支援機構を設置し、総長裁量 

経費の支給 
・共同利用・共同研究拠点化された研究センターに対するスペース、人事、大型高圧

装置の維持経費などの継続的支援 
・産業界と連携を図りつつ、研究教育活動を推進するとともに大学として運営経費の

確保 
・実施中に設置した研究所等の学内改組 
・国内外の教育研究機関や企業との強固な連携、本プログラムで実施された様々な人

材育成プログラムの継続 
・教育プログラムの大学院配当科目としての開講や、研究の一部を受託研究の活用に

より継続 
  などの取組が見られた。 
  
     一方、課題としては 

・新たな財政支援体制の構築 
・学生への直接のサポート等を含めた具体的な規模と継続性の明確化 
・周辺分野とのより強力な連携の構築 

     などの指摘を受けている拠点が見られた。 
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（３）プログラム全体を通じた成果の例 

事後評価に際して、今回のプログラムの対象となっている専攻の大学院学生、教員の研

究教育活動等の動向を把握するため、各大学から提出された事業結果報告書の様式７「教

育研究活動状況調書」を基に作成したデータから見た人材育成面、研究活動面でのそれぞ

れの成果の例を挙げると、以下のような特徴が見られる。 

① 人材育成面の状況においては、事業開始前の平成１９年度と比較して、 

・課程博士授与数は微増しており、特に事業推進担当者が指導教員となっている者 
については約１．２倍に増加し、その中でも外国人留学生数については約２．１倍 
に増加した。 

・他大学からの研究指導委託生の受け入れは約１．３倍に増加している。 

・博士課程修了者数については微増しており、うち、外国人留学生数は約１．６倍 
に増加している。また、就職者数についても、同様の傾向が見られる。 

・満期退学者の進路の状況等については、就職者数に微増が見られ、うち、外国人 
留学生は約１．５倍に増加し、事業推進担当者が指導教員となっている者について 
は約１．１倍に増加している。 

・ポスドク等の採用の状況について、同一大学からの採用は全体として約１．２倍、 
他機関出身者からの採用は全体として約１．６倍に増加している。 

・日本学術振興会特別研究員（DC）に採用されている者は、約１．４倍に増加して 
いる。また、同様に特別研究員（PD）に採用されている者も約１．２倍に増加し 
ている。 

・博士課程学生の学会発表数は約１．３倍に増加しており、うち事業推進担当者が 
指導教員となっている者については約１．４倍に増加している。 

・博士課程学生の学術雑誌等への論文発表数は約１．２倍に増加しており、その中 
でも事業推進担当者が指導教員となっている者の論文発表数のうち、レフェリー付 
学術雑誌に発表した論文数は約１．４倍に増加した。 

 
② 研究活動の面の状況においては、事業開始前の平成１９年度と比較して、 

・事業推進担当者のレフェリー付学術雑誌等論文発表数、専門書等発行数のいずれ 
についても約１．２倍程度に増加している。また、国際学会での基調・招待講演の 
件数についても、約１．２倍と増加している。 

・拠点となる大学の専攻等の大学・研究機関との共同研究の件数について、約１．４ 
倍に増加しており、うち、国外の機関との共同研究も約１．５倍に増加している。 
また、企業等との共同研究の件数も約１．２倍、うち、国外の機関との共同研究は 
約１．３倍に増加した。 

・外国人教員の在籍状況について、常勤の外国人教員の在籍数は約１．２倍、非常勤 
の外国人教員数は約１．４倍に増加している。 
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医学薬
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Ⅵ．グローバルＣＯＥプログラム委員会等委員名簿 
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平成２５年度グローバルＣＯＥプログラム委員会委員名簿 

（平成２６年３月１日現在） 

 

 

○ 安 西 祐一郎 独立行政法人日本学術振興会理事長 

勝 木 元 也 独立行政法人日本学術振興会 

学術システム研究センター 副所長 

河 田 悌 一  日本私立学校振興・共済事業団理事長 

草 間 朋 子 東京医療保健大学副学長 

佐々木   毅  公益社団法人国土緑化推進機構理事長 

佐々木 雄 太 名古屋経済大学長 

白 井 克 彦 放送大学学園理事長 

鈴 木 厚 人 大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構長 

鈴 木 基 之 東京大学名誉教授 

鈴 村 興太郎 早稲田大学政治経済学術院特任教授 

立 本 成 文  大学共同利用機関法人人間文化研究機構 

総合地球環境学研究所顧問 

田 中 隆 治 星薬科大学長 

田 中 英 彦 情報セキュリティ大学院大学長 

玉 尾 皓 平 独立行政法人理化学研究所顧問 

知 野 恵 子  読売新聞東京本社編集局編集委員 

戸 張 規 子  慶應義塾大学名誉教授 

鳥 居 泰 彦  慶應義塾学事顧問 

中 島 尚 正  学校法人海陽学園海陽中等教育学校長 

納 谷 廣 美  財団法人大学基準協会長 

野 上 智 行  独立行政法人大学評価・学位授与機構長 

◎ 野 依 良 治  独立行政法人理化学研究所理事長 

  濱 田 純 一  東京大学総長 

福 山 秀 敏  東京理科大学総合研究機構長 

松 本   紘  京都大学総長 

 
（計２４名）   

◎印は、委員長を示す 

○印は、副委員長を示す 

 

- 17 -



- 18 -



- 19 -



- 20 -



- 21 -



- 22 -




